
横浜市重度障害者 (児 )日常生活用具給付等事業実施要綱  

制   定  昭和 45 年８月 25 日           （局長決裁）  

   最近改正  令和  ７年３月 31 日  健障自第 3418 号（局長決裁）  

 

（目的）  

第１条  重度障害者（児）日常生活用具給付等事業は、在宅の重度障害者又は

障害児（以下「障害者等」という。）に対し、障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律（平成 17年法律第 123号、以下「法」とい

う。）第 77条第１項第６号の規定に基づき厚生労働大臣が定める日常生活上

の便宜を図るための用具（以下「用具」という。）を給付又は貸与し、もっ

て日常生活の便宜を図ることを目的とする。  

 

（用具の種目及び対象者 ) 

第２条  この事業において給付又は貸与の対象となる用具は、平成 18 年９月

29 日厚生労働省告示第 529 号により厚生労働大臣が定めるものとし、その

品目は、別表１に掲げる用具とする。  

２  既に給付を受けている用具の再給付に係る申請をする場合は、前回の給付

日から別表１の「耐用年数」欄に規定する期間（以下「耐用年数」という。）

を満了しない場合は、原則として給付対象外とする。ただし、耐用年数満了

前に修理不能等により用具の使用が困難になった場合は、この限りではない。

また、耐用年数満了後であっても、当該用具が使用できる場合は、再給付対

象外とする。  

３  別表１の品目中、「気管孔用プロテクター」、「人工喉頭（埋込型用人工

鼻）」、「ストーマ用装具」、「紙おむつ」、「収尿器」を継続品目、その

他の品目を非継続品目とする。  

４  この事業の対象者は次の各号のいずれかに該当する者のうち、別表１の対

象者欄に掲げる障害者等とする。ただし、本条第４の２項に該当する場合を

除く。  

(1) 身体障害者福祉法（昭和 24 年法律第 283 号）第 15 条第４項の規定によ

り身体障害者手帳の交付を受けている者  

(2) 知的障害者福祉法（昭和 35 年法律第 37 号）第 12 条第１項に規定する

知的障害者更生相談所（以下「更相」という。）若しくは児童福祉法（昭

和 22 年法律第 164 号）第 12 条第１項に規定する児童相談所（以下「児相」

という。）において手帳の交付を受けている者又は更相若しくは児相にお

いて知的障害と判定された者  



(3) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和 25 年法律第 123 号）

第５条に規定する者  

(4) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令

（平成 18 年１月 25 日政令第 10 号）第１条に基づき厚生労働大臣が定め

る特殊の疾病に罹患している者（以下「難病患者等」という。）  

４の２  給付を希望する障害者等（障害児の場合はその保護者）及びその属す

る世帯の他の世帯員（障害者の場合にあっては、その配偶者に限る。）のう

ちいずれかの者について、申請のあった月の属する年度（４月から６月まで

の間にあっては、前年度）分の地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）の規定

による市民税（前居地での課税状況を参照する場合の区町村民税を含む。以

下同じ。）の所得割の額が 46 万円以上の場合は、本事業の対象外とする。  

なお、市民税の所得割の額は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律施行令（平成 18 年政令第 10 号）第 17 条第２号イを準

用し、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規

則（平成 18 年２月 28 日厚生労働省令第 19 号）第 26 条の２及び第 26 条の

３を適用し、算定するものとする。  

５  第１項に定める品目のうち、厚生労働大臣が定める福祉用具貸与に係る福

祉用具の種目（平成 11 年３月 31 日厚生省告示第 93 号）及び厚生労働大臣

が定める居宅介護福祉用具購入費等の支給に係る特定福祉用具の種目（平成

11 年３月 31 日厚生省告示第 94 号）に定める福祉用具（以下「福祉用具」と

いう。）に該当する品目については、介護保険法第９条第１項に該当する者

及び第２項に該当し、かつ、介護保険法施行令第２条に規定する疾病を有す

る者は対象外とする。  

６  前項の規定にかかわらず、福祉用具に該当する品目のうち本事業で給付対象

としている商品で、かつ、福祉用具の貸与及び購入費等の対象とならない商品

については、給付対象とすることができる。  

 

（別要綱等への委任）  

第３条  別表１の品目中、継続品目、「点字図書」、「居宅生活動作補助用具

（障害者住環境整備事業）」並びに「重度障害者あんしん電話」の給付・貸

与に係る申請等の手続については、本要綱に定めるもののほか、別に定める。  

 

（給付の申請）  

第４条  第２条に掲げる者のうち用具の給付の希望者は、次の各号の書類をそ

の居住地を管轄する区長に提出しなければならない。  



(1) 障害者（児）日常生活用具給付申請書（第１号様式）  

(2) 用具見積書（別表１の品目名、品名（製品名・型番・規格等）、数量、

単価、金額（課税製品については税込金額）、対象者氏名が記載されてい

るもの）  

(3) 世帯状況・収入等申告書（第１号様式の２）  

(4) 所定の診断書（第１号様式の３。有効期間３か月）。（第２条第４項第

４号に該当する者のみ）。ただし、診断書の提出については、申請者が現

に法に基づく障害福祉サービス又は横浜市が実施する難病対策事業による

サービスの提供を受けており、福祉保健センターにおいて症状等の確認が

可能である場合には、その提出を要さない。  

  

（給付の決定等）  

第５条  区長は、前条に基づく申請を受け付けたときは、必要に応じて、対象

者世帯の税情報、住民記録情報、経済状況、身体状況、家庭環境、住宅状況、

及び入院・施設等利用状況について、申請者等に対して質問・聴取し、また、

台帳等により調査することができる。  

２  区長は、前条第２号の用具見積書に不明な点等がある場合は、発行した事

業者に確認若しくは調査することができるものとする。  

３  区長は、前条に基づく障害者（児）日常生活用具給付申請書及び前項に基

づく調査等をもとに審査し、給付の決定又は却下を行う。  

４  審査の結果、当該申請者に用具を給付決定する場合は、障害者（児）日常

生活用具給付決定決議書（第２号様式）にて決議し、障害者（児）日常生活

用具給付決定通知書（第２号様式の２）により通知する。また、障害者（児）

日常生活用具給付券（第３号様式）（以下「給付券」という。）を第４条第

２号に定める見積書を作成した事業者に送付するものとする。  

給付申請を却下するときは、障害者（児）日常生活用具給付却下決議書（第

４号様式）にて決議し、障害者（児）日常生活用具給付却下通知書（第４号

様式の２）により当該申請者に通知する。  

 

（利用者負担額の決定）  

第６条  区長は、用具給付に要する費用のうち 100分の 90を控除した額を算出

し、利用者負担額として決定する。  

２  前項に基づき算出された額の同一月内の合計が、別表２に定める日常生活

用具利用者負担上限月額（以下「上限月額」という。）を超えるときは、前

項の規定にかかわらず、上限月額の範囲内で利用者負担額を決定する。  



３  利用者負担額は、給付券ごとに算出し、決定する。  

４  用具給付に要する費用が、別表１に定める基準額を超過する場合、基準額  

 を超過する額については利用者負担とする。  

 

（用具の給付及び受領）  

第７条  用具の給付の決定を受けた者（以下「給付決定者」という。）は、事

業者から用具を受領する際に、前条に定める利用者負担額を直接事業者に支

払わなければならない。  

２  事業者は、商品を受領したことを証した給付券及び前条に定める利用者負

担額と引換えに当該用具の給付を行わなければならない。  

 

（費用の請求及び支払）  

第８条  給付に要する費用の支払は、次によるものとする。  

(1) 事業者は、給付決定者に用具の給付を行ったときは、給付券を添え、給

付に要した費用から第６条に定める利用者負担額を除いた額を区長に請求

する。  

(2) 区長は、事業者の請求を審査し、適法な請求書を受理した日から起算し

て 30日以内に支払う。  

 

（決定の取消し）  

第９条  区長は、決定について次のことが認められた場合は、給付の決定を取

消し、当該給付決定者又は給付を行った事業者に対し、当該給付に要した費

用の全部又は一部の返還を求めることができる。  

(1) 偽りその他不正の手段により用具の給付を受けたとき  

(2) 給付された用具を、本事業の目的に反して使用し、交換、貸与又は担保

に供したとき  

(3) 給付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき  

(4) その他この要綱に定める内容に違反したとき  

２  区長は、給付決定者が前項に基づく費用の返還をしない場合、給付決定者

に対し他の用具の給付を停止することができる。  

３  区長は、給付を行った事業者が第１項に基づく費用の返還を求められた場

合、当該事業者を本要綱の適用から除外することができる。  

 

（給付の廃止）  

第 10条  区長は、前条による取消しを行った場合、又は用具の給付を廃止する 



ときは、障害者（児）日常生活用具給付廃止決議書（第５号様式）にて決議

し、当該給付決定者及び当該事業者に対し、障害者（児）日常生活用具給付

廃止通知書（第５号様式の２）により通知する。  

 

（台帳の整備）  

第 11条  区長は、用具の給付の状況を明らかにするため、障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に支援するための法律介護給付費等の実施等に関する事

務取扱要綱に定める更生指導台帳を整備しなければならない。  

 

（調査又は報告）  

第 12条  区長は、本事業の執行の適正を期するため必要があるときは、給付決

定者又は給付を行った事業者に対して、給付の状況を調査又は報告を徴する

ことができる。  

２  市長は、この要綱の実施について必要があると認めるときは、給付決定者

又は給付を行った事業者に対して、報告及び関係書類の提出又は提示を求め、

又は職員をもって関係者に質問させ、その他必要な調査を行うことができる。  

 

第 13条  この要綱に定めるもののほか、この事業の実施に関し必要な事項は健

康福祉局長が定める。  

 

付   則  

この要綱は昭和 45年８月 25日から施行する。  

付   則  

この要綱は昭和 48年４月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は昭和 48年 10月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は昭和 49年４月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は昭和 49年５月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は昭和 49年６月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は昭和 50年７月１日から施行する。  

付   則  



この要綱は昭和 51年６月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は昭和 52年６月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は昭和 53年７月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は昭和 54年５月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は昭和 54年８月１日から施行し、昭和 54年４月１日から適用する。  

付   則  

この要綱は昭和 55年８月１日から施行し、昭和 55年７月１日から適用する。  

付   則  

この要綱は昭和 56年６月１日から施行し、昭和 56年４月１日から適用する。  

ただし、本要綱適用以前に貸与を行った特殊寝台の扱いについては、従来の

例によることとする。  

付   則  

この要綱は昭和 56年１０月１日から施行し、昭和 56年４月１日から適用する。 

付   則  

この要綱は昭和 57年 11月 15日から施行し、昭和 57年４月１日から適用する。  

付   則  

この要綱は昭和 58年 11月 25日から施行し、昭和 58年４月１日から適用する。  

付   則  

この要綱は昭和 59年 11月 20日から施行し、昭和 59年４月１日から適用する。た

だし、ストマ用装具については、昭和５９年 11月１日から適用する。  

付   則  

この要綱は昭和 60年６月 28日から施行し、昭和 60年７月１日から適用する。  

付   則  

この要綱は昭和 61年９月２日から施行し、昭和 61年４月１日から適用する。た

だし、貸与種目に関する改正については、昭和 61年８月 30日から適用する。  

付   則  

この要綱は昭和 62年 12月１日から施行し、昭和 62年４月１日から適用する。  

付   則  

この要綱は平成元年２月 23日から施行し、昭和 63年４月１日から適用する。  

付   則  

この要綱は平成元年４月１日から施行する。  



付   則  

この要綱は平成元年９月１日から施行し、平成元年４月１日から適用する。  

付   則  

この要綱は平成２年２月５日から施行し、平成２年２月１日から適用する。  

付   則  

この要綱は平成２年４月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は平成２年７月３１日から施行し、平成２年８月１日から適用する。 

付   則  

この要綱は平成２年 10月 20日から施行し、平成２年 10月１日から適用する。  

付   則  

この要綱は平成２年 11月 26日から施行し、平成２年 11月１日から適用する。  

付   則  

この要綱は平成３年４月１日から施行する。  

ただし、様式については従前のものを適宜訂正のうえ、当分の間使用できる

ものとする。  

付   則  

この要綱は平成３年６月 18日から施行し、平成３年４月１日から適用する。  

付   則  

この要綱は平成３年 10月 17日から施行し、平成３年 10月１日から適用する。  

付   則  

この要綱は平成３年 12月３日から施行する。  

付   則  

この要綱は平成４年３月 13日から施行する。  

付   則  

この要綱は平成４年４月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は平成４年５月 27日から施行する。  

付   則  

この要綱は平成５年４月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は平成５年４月 26日から施行する。  

付   則  

この要綱は平成６年４月１日から施行する。  

だだし、様式については従前のものを適宜訂正のうえ、当分の間使用できる



ものとする。  

付   則  

この要綱は平成７年４月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は平成９年４月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は平成９年 10月１日から施行する。  

ただし、様式については従前のものを適宜訂正のうえ、当分の間使用できる

ものとする。  

付   則  

この要綱は平成 10年４月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は平成 11年１月４日から施行する。  

付   則  

この要綱は平成 12年４月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は平成 12年７月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は平成 13年３月６日から施行する。  

付   則  

この要綱は平成 13年６月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は平成 13年７月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は平成 14年１月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は平成 14年４月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は平成 14年５月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は平成 14年 10月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は平成 15年４月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は平成 15年７月１日から施行する。  



付   則  

この要綱は平成 16年４月１日から施行する。  

ただし、施行日の前日までに改正前の横浜市重度障害者 (児 )日常生活用具給

付等事業実施要綱第４条の規定に基づき同要綱別表中ストーマ用装具 (紙おむ

つ )について給付の申請をした者については、改正後の横浜市重度障害者日常

生活用具給付等事業実施要綱別表中ストーマ用装具 (紙おむつ)欄中対象者の項

に掲げる規定にかかわらず、平成 17年３月 31日までの間は、なお従前の取扱い

とする。  

付   則  

この要綱は平成 17年４月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は平成 17年７月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は平成 18年４月１日から施行する。  

付   則  

（施行期日）  

この要綱は平成 18 年 10 月１日から施行する。  

（経過措置）  

１  この要綱の施行の日前に行われた申請については、なお従前の例による。

ただし、様式については従前のものを適宜訂正のうえ、当分の間使用できるも

のとする。  

２  別表１中の「情報・通信支援用具」については、この要綱の施行の日前に

「横浜市障害者情報バリアフリー化支援事業実施要綱」に基づいて情報・通信

機器等の給付を受けた者は原則として対象外とする。  

付   則  

（施行期日）  

この要綱は平成 19 年４月１から施行する。  

（経過措置）  

１  別表１中の「ストーマ用装具」の給付対象者のうち、平成 18 年 10 月１日

以前に身体障害者福祉法及び児童福祉法に基づいて行われていた「補装具給付

制度」において、横浜市身体障害者更生相談所に設置されている基準外補装具

検討会（以下「検討会」という。）により、基準外補装具の認定をうけ、補装

具受託報酬額を超えて決定を受けていた者については、検討会で認定された額

の範囲内で決定することができるものとする。  

付   則  



この要綱は平成 19年７月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は平成 20年４月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は平成 21年４月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は平成 22年４月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は平成 23年４月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は平成 24年１月４日から施行する。  

  付   則  

この要綱は平成 24年４月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は平成 24年７月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は平成 25年４月１日から施行する。  

付   則  

１  この要綱は平成 26年４月１日から施行する。  

２  難病患者等日常生活用具給付事業実施要綱（平成 25 年３月 29 日全部改正

健保事第 4290 号）は、平成 26 年３月 31 日をもって廃止する。  

付   則  

この要綱は平成 26年 10月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は平成 27年１月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は平成 27年４月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は平成 27年９月１日から施行する。  

ただし、第２条第４項 (4)アについては、平成 27年７月１日以降の申請から

適用する。  

付   則  

この要綱は平成 28年１月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は平成 28年４月１日から施行する。  



付   則  

この要綱は、平成 29年３月１日から施行する。ただし、別表１の改正は平成

29年４月１日から適用する。  

付   則  

この要綱は、平成 29年４月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は、平成 29年 12月１日から施行する。  

付   則  

この要綱は、平成 30年４月１日から施行する。ただし、様式については従前

のものを適宜訂正のうえ、当分の間使用できるものとする。  

付   則  

この要綱は平成 30年９月１日から施行する。  

 附   則  

この要綱は、平成 31年４月１日から施行する。ただし、様式については従前の

ものを適宜訂正のうえ、当分の間使用できるものとする。  

附   則  

この要綱は、令和元年７月１日から施行する。  

附   則  

この要綱は、令和元年 10月１日から施行する。  

附   則  

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。  

附   則  

この要綱は、令和３年７月１日から施行する。ただし、様式については従前の

ものを適宜訂正のうえ、当分の間使用できるものとする。  

附   則  

この要綱は、令和４年９月１日から施行する。ただし、別表 2については給付

期間が令和４年 10月以降の申請から適用する。また、様式については従前のも

のを適宜訂正のうえ、当分の間使用できるものとする。  

附   則  

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。  
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